
平成 25 年度 地域活性化総合特別区域評価書【正】 

作成主体の名称： 三重県 

１ 地域活性化総合特別区域の名称 

  みえライフイノベーション総合特区 

２ 総合特区計画の状況 

①総合特区計画の概要

三重県内に整備されている医療系ネットワークを活用し、患者等の医療情報（健診、治

療、投薬、検査、診断用画像、副作用情報、遺伝子情報等）を統合した医療情報データベ

ースを核に、研究開発コーディネート機能等を備えた「みえライフイノベーション推進セ

ンター（ＭｉｅＬＩＰ）セントラル」（三重大学内に設置）及び地域の特性を生かした産業

創出を支援する６つのＭｉｅＬＩＰ地域拠点を設置し、県内で医薬品や医療機器等の研究

開発を行う環境を整備する。 

②総合特区計画の目指す目標

みえライフイノベーション推進センターの活用と規制緩和策などにより、画期的な医薬

品、医療機器等の創出、企業や研究機関の県内への立地促進、雇用の拡大などにより、県

内企業・大学等の活性化や県内経済の活性化を生み出すなど三重県がライフイノベーショ

ンに寄与する地域になることをめざす。 

③総合特区計画の指定時期及び認定時期

平成 24年７月 25日 指定

平成 24年 11月 30日 認定（平成 25年９月２日最終変更）

３ 目標に向けた取組の進捗に関する評価（別紙１） 

①評価指標及び留保条件

評価指標（１）：統合型医療情報データベースの規模

数値目標（１）：30万人分（平成 28年度）≪定性的評価≫

当該評価指標は、統合型医療情報データベースの整備完了・稼働までは数値実績が進捗

せず、他に事業の進捗を測る定量的な代替指標の認定もできないため、定性的評価を行う。 

なお、平成 25年度は、データ収集に当たり活用する ID-Link（診療情報データベース）

について、計画通り 16医療機関との接続を終えている。また、三重大学医学部附属病院を

中心として製薬企業や ITベンダー等による研究会を立ち上げ、データベースに関するシス

テム設計に向けた検討を行うなど、構築に向けた取組を行った。  



評価指標（２）：医療・福祉現場ニーズの収集件数 

数値目標（２）：2,000件（平成 28年度） 

   ［平成 25年度実績 1,170 件、進捗度 146％］ 

評価指標（３）－①：医薬品・医療機器生産金額（厚生労働省「薬事工業生産動態統計」） 

数値目標（３）－①：医薬品 50％増加 

122,745百万円（平成 22年薬事工業生産動態統計）→184,118百万円

（平成 28年薬事工業生産動態統計）<<代替指標による評価>> 

代替指標（３）－①：薬事工業生産動態統計（月報）の１月～12月の各月の和 

［平成 25年度実績 118,170百万円、進捗度 90％］ 

評価指標（３）－②：医薬品・医療機器生産金額（厚生労働省「薬事工業生産動態統計」） 

数値目標（３）－②：医療機器 100％増加（平成 28年） 

3,486百万円（平成 22年薬事工業生産動態統計）→6,972百万円（平

成 28年薬事工業生産動態統計）<<代替指標による評価≫ 

代替指標（３）－②：薬事工業生産動態統計（月報）の１月～12月の各月の和 

［平成 25年度実績 3,816 百万円、進捗度 106％］ 

評価指標（４）－①：研究開発支援拠点プラットホームの活用機関数（県内） 

数値目標（４）－①：県内 50機関（平成 28年度） 

 ［平成 25年度実績 39件、進捗度 195％］ 

評価指標（４）－②：研究開発支援プラットホームの活用機関数（県外） 

数値目標（４）－②：県外 30機関（平成 28年度） 

 ［平成 25年度実績 26件、進捗度 217％］ 

評価指標（５）：医療・健康・福祉分野企業（第 2創業を含む。）及び研究機関の立地件

数 

数値目標（５）：25件（平成 18～22年度の平均）→50件（平成 28年度） 

   ［平成 25年度実績 20件、進捗度 100％］ 

②寄与度の考え方 該当なし

③総合特区として実現しようとする目標（数値目標を含む）の達成に、特区で実施する各

事業が連携することにより与える効果及び道筋

 企業や研究機関等の製品開発を支援するため、25年 9月から県内７箇所に設置した研

究開発支援拠点「みえライフイノベーション推進センター（MieLIP）」が核となって、医

療・福祉現場ニーズを収集するとともに、産学官民によるネットワークを形成し、医薬

品・医療機器等の開発促進につなげていく。 

また、県民 30万人規模の医療情報を集約した「統合型医療情報データベース」を構築・



活用することにより、画期的な医薬品や医療機器の開発につながるものと考えられ、そ

れにより企業や研究機関の立地、県内への研究開発資金の投入、雇用の拡大等によって、

県内経済の活性化を生み出し、ライフイノベーションに寄与する地域になることが期待

される。 

④目標達成に向けた実施スケジュール（別紙１－２）

未着手の統合型医療情報データベースについて、早期に国の財政支援にかかる協議を

整わせ、平成 26年度中の着手に取り組む。 

また、ＭｉｅＬＩＰについて、各運営主体のプロジェクトに対して、国等の財政的支

援の活用により支援し、目標達成に向けて事業を継続していく。 

４ 規制緩和を活用した事業の実績及び自己評価（別紙２） 

  該当なし 

５ 財政・税制・金融支援の活用実績及び自己評価（別紙３） 

(1)財政支援：一般地域活性化事業（みえライフイノベーションヘルスケア産業創出ネット

ワーク形成事業（地域新産業戦略推進事業（地域新産業集積戦略推進事業））） 

 企業等に対する研究開発コーディネート機能等を備えたＭｉｅＬＩＰについて、国の

財政支援を受け、平成 25年９月から三重大学等の運営主体により、県内７箇所（セント

ラル、鈴鹿、津、伊賀、多気、鳥羽、尾鷲）で運営が開始された。 

 運営開始後、各拠点による医療・福祉現場ニーズの収集や企業等への製品開発支援の

実施により、各地域において産学官民によるネットワークが形成され、製品開発に向け

た取組が生み出された。 

 25 年度の一般地域活性化事業により形成された産学官民ネットワークは数値目標の

達成に大きく寄与するものであり、引き続き目標達成に向け活動支援を行っていく。 

(2)税制支援：該当なし 

(3)金融支援（利子補給金）：１件 

金融機関や事業者等に対し制度活用を周知した結果、平成 25年度に本特区利用第 1

号となる利子補給金の支給が決定した（医薬品製造企業による生産拡大）。この案件以外

にも制度利用に関する相談が県に寄せられており、工場や設備等の投資が促進されるよ

う支援していく。  

６ 地域独自の取組の状況及び自己評価（別紙４） 

  （地域における財政・税制・金融上の支援措置、規制緩和・強化等、体制強化、関連す

る民間の取組等） 

  県では特区事業を強力に推進するため、平成 25年度に「ライフイノベーション課」を設

置し、職員を６名から８名へ増員したほか、県庁内の部局横断的な推進体制として「みえ

ライフイノベーション総合特区推進本部」を設置した。 



また、医療・福祉機器の開発や地域資源を活用した医薬品の開発について意欲が高いも

のづくり企業に対し、試作品の開発、製品化、販路開拓等まで一貫した支援を実施したほ

か、中小企業事業者の投資活動を促進するため立地等に関する補助金の要件緩和や中小企

業・小規模企業の振興策に関する条例の制定、岐阜県との医療・福祉機器開発に向けた広

域連携の実施（26年度には広島県とも実施予定）など、特区目標の達成に向け様々な取組

を展開している。 

民間の取組として、ロボットスーツＨＡＬを活用したトレーニング施設「鈴鹿ロボケア

センター」が開設されたほか、県内ものづくり企業が医療・福祉現場の多様なニーズに対

して製品開発の受け皿となることを目的とした「みえ医療・福祉機器ものづくりネットワ

ーク」の構築、鈴鹿医療科学大学内に「一般社団法人日本薬膳学会」の設立、多気町内に

薬草や医食同源等をテーマとした複合ヘルスリゾート施設の誘致決定など民間主体の取組

も進んでいる。 

７ 総合評価 

  設定した数値目標のうち、７項目中５項目が達成しており順調に進んでいる。 

  国の財政支援を受けて開設したＭｉｅＬＩＰが核となり、産学官民によるネットワーク

が形成され、医療・健康・福祉分野の製品開発に向けた取組が加速した。また、特区の取

組を受け、鈴鹿ロボケアセンターの開設やみえ医療・福祉機器ものづくりネットワークの

構築など民間主体の取組につながり、大きな成果が得られた。 

  平成 26 年度は、統合型医療情報データベースの構築・稼働に向け、特区支援策等を活用

しながら取り組むほか、25年度に形成されたＭｉｅＬＩＰの産学官民ネットワークを基盤

にして、特区支援策や地域独自の支援策の活用により、医薬品や医療機器等の製品開発を

さらに加速させ、目標達成につなげていく。 

















別紙１－２

総合特区工程表（5年間スケジュール）
特区名：みえライフイノベーション総合特区

年
月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3

【全体】 事業１
（予定）

事業２ ●平成25年度については、地域新産業戦略推進事業（経済産業省）により、総合特区推進調整費を活用して一部事業を開始

事業３‐１
（予定）

事業３‐２ ●平成25年度については、地域新産業戦略推進事業（経済産業省）により、総合特区推進調整費を活用して事業を開始

事業１ ○現時点までに基本設計は完了済み
○データ元の医療系ネットワークは整備済み
○医療機関による連携体制は構築済み
○県内医療機関のID-Linkシステムの導入を推進中

MieLIPセントラル整備
統合型医療情報データベース整備事業

医療情報コード標準化 （予定）
※3年後、自立的運営に移行し、医療機関を適宜追

ID-Linkシステム ○16医療機関完了

サーバ群構築 （予定）

データベース構築 （予定）

分析・統計解析実施 （予定）

統合型医療情報データベース運用 （予定）

データ分析・提供 （予定）

事業２

MieLIPセントラル整備

施設整備事業（機器等の導入）

研究人材整備事業

事業支援（コーディネート）人材整備事業

MieLIP地域拠点整備 ●みえライフイノベーションヘルスケア産業創出ネットワーク形成事業

施設整備事業（機器等の導入）

研究人材整備事業

事業支援（コーディネート）人材整備事業

事業３‐１ ○次に掲げる開発支援事業（点線部分）は、従来は県の主催で実施してきた
事業３‐２

MieLIPセントラル研究開発支援事業 ●みえライフイノベーションヘルスケア産業創出ネットワーク形成事業

MieLIPネットワーク連絡会議

研究会の開催 ◇個別の開発案件は、関連する研究会において産学官民が連携することで実施していく（統合型医療情報データベースを活用するものを除く）

セミナー・フォーラムの開催

海外販路開拓支援

海外展開支援（中国・台湾・韓国・欧州等）

MieLIP地域拠点研究開発支援事業
（鈴鹿、津、伊賀、多気、鳥羽、尾鷲） ●みえライフイノベーションヘルスケア産業創出ネットワーク形成事業

地域ネットワーク連携会議

外部専門家派遣

研究会の開催 ◇個別の開発案件は、関連する研究会において産学官民が連携することで実施していく（統合型医療情報データベースを活用するものを除く）

セミナー・フォーラムの開催

販路開拓支援

（注）工程表の作成にあたっては、各事業主体間で十分な連携・調整を行った上で、提出すること。

別紙２

平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度

みえライフイノベーションプラットホーム整備事
業（①統合医療情報データベース整備）事業

みえライフイノベーションプラットホーム整備事
業（②施設整備、人材確保等）

みえライフイノベーション研究開発推進事業
（データベース必要分）

みえライフイノベーション研究開発推進事業
（データベース不要分）

みえライフイノベーションプラットホーム整備事
業（①統合医療情報データベース整備）事業

（各地域で年２回程度開催）

みえライフイノベーションプラットホーム整備事
業（②施設整備、人材確保等）

みえライフイノベーション研究開発推進事業

（各地域で年２回程度開催） （各地域で年２回程度開催） （各地域で年２回程度開催）










